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会
計
上
の
損
益
計
算
を
す

る
上
で
当
該
事
業
年
度
の
費

用
と
さ
れ
る
の
は
、
モ
ノ
や

サ
ー
ビ
ス
が
費
消
さ
れ
、
以

後
の
経
営
活
動
に
貢
献
し
な

く
な
っ
た
価
値
で
す
。
こ
の

観
点
か
ら
、
土
地
を
除
く
建

物
、
機
械
な
ど
の
固
定
資
産

は
そ
の
費
消
が
長
期
間
に
及

び
、
か
つ
金
額
的
に
多
額
で

あ
る
た
め
、
原
則
的
に
何
ら

か
の
会
計
上
の
仮
定
を
設
け

て
年
度
ご
と
の
費
用
額
を
計

算
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
会
計
上
の
仮
定
が
減
価

償
却
で
す
。

　

減
価
償
却
の
目
的
が
正
確

な
損
益
計
算
を
行
う
こ
と
と

い
う
の
は
比
較
的
理
解
し
や

す
い
の
で
す
が
、
そ
の
効
果

と
な
る
と
わ
か
り
づ
ら
い
と

こ
ろ
で
す
。
固
定
資
産
は
使

用
さ
れ
る
こ
と
で
収
益
に
貢

献
す
る
わ
け
で
す
が
、
収
益

は
最
終
的
に
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ

で
回
収
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
こ
れ
を
貸
借
対
照
表

の
資
産
の
観
点
か
ら
見
る

と
、
固
定
資
産
が
減
価
償
却

に
よ
っ
て
価
値
減
少
し
（
棚

卸
資
産
の
場
合
は
所
有
権
が

相
手
方
に
移
り
ま
す
が
、
固

定
資
産
の
場
合
は
所
有
権
ま

で
は
移
行
し
ま
せ
ん
）、
収

益
に
貢
献
し
た
分
が
キ
ャ
ッ

シ
ュ
（
流
動
資
産
）
と
し
て

利
益
を
含
め
て
回
収
さ
れ
る

と
い
う
こ
と
で
す
。
医
療
機

器
等
の
固
定
資
産
の
貢
献
が

医
業
サ
ー
ビ
ス
に
付
加
価
値

を
付
け
た
と
い
う
こ
と
で

す
。

れ
ま
し
た
が
、
会
計
上
の
減

価
償
却
の
目
的
が
正
確
な
損

益
計
算
で
あ
る
こ
と
を
考
え

る
と
、
税
収
増
等
の
目
的
か

　

昨
年
12
月
２
日
に
交
付
さ

れ
た
「
経
済
社
会
の
構
造
の

変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構

築
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
」
等
で
、
減
価
償
却
資
産

の
定
率
法
の
見
直
し
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
平
成
19
年
度
税

制
改
正
で
定
額
法
の
償
却
方

法
に
対
し
、「
２
５
０
％
定

率
法
」
償
却
率
と
さ
れ
て
い

た
定
率
法
の
償
却
率
が
、
本

年
４
月
１
日
以
後
取
得
の
減

価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
原

則「
２
０
０
％
定
率
法
」償
却

率
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

経
過
措
置

　

こ
の
改
定
は
、
法
人
・
個

人
と
も
共
通
で
す
が
、
事
務

負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
の

措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
ま

す
。

（�

改
正
事
業
年
度
…
平
成
24

年
４
月
１
日
前
に
開
始

し
、
か
つ
、
同
日
以
後
に

終
了
す
る
事
業
年
度

　

�

変
更
事
業
年
度
…
平
成
24

年
４
月
１
日
以
後
最
初
に

開
始
す
る
事
業
年
度
）

①
平
成
24
年
４
月
１
日
以
後

に
取
得
す
る
減
価
償
却
資
産

に
つ
い
て
定
率
法
を
採
用
す

る
場
合
で
、
改
正
事
業
年
度

（
個
人
は
平
成
24
年
度
）
に

お
い
て
は
、
原
則
資
産
の
取

得
日
に
応
じ
て
「
２
０
０
％

定
率
法
」
と
「
２
５
０
％
定

率
法
」
の
そ
れ
ぞ
れ
の
償
却

ら
税
務
の
減
価
償
却
資
産
制

度
を
変
更
す
る
の
は
、
本
末

転
倒
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ

ん
。

方
法
に
よ
り
償
却
の
必
要
が

あ
り
ま
す
が
、
そ
の
減
価
償

却
資
産
を
平
成
24
年
３
月
31

日
以
前
に
取
得
さ
れ
た
も
の

と
み
な
し
て
、「
２
５
０
％

定
率
法
」
に
よ
り
償
却
で
き

る
特
例
が
措
置
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
特
例
措
置
は
任
意

に
選
択
で
き
、
届
出
等
の
手

続
き
は
不
要
で
す
。

②
平
成
24
年
４
月
１
日
前
に

取
得
し
た
減
価
償
却
資
産
に

つ
い
て
定
率
法
を
採
用
し
て

い
る
場
合
で
、
個
人
の
場
合

平
成
24
年
分
、
法
人
の
場
合

平
成
24
年
４
月
１
日
の
属
す

る
事
業
年
度
の
確
定
申
告
期

限
ま
で
に
「
２
０
０
％
定
率

法
の
適
用
を
受
け
る
旨
の
届

出
書
」
を
所
轄
税
務
署
長
に

提
出
し
た
と
き
は
、
改
正
事

業
年
度
又
は
変
更
事
業
年
度

以
後
の
各
事
業
年
度
に
お
い

て
、
そ
の
減
価
償
却
資
産
の

全
て
を
平
成
24
年
４
月
１
日

以
後
に
取
得
し
た
と
み
な
し

て
、「
２
０
０
％
定
率
法
」

に
よ
り
償
却
で
き
ま
す
。
個

人
の
場
合
、
平
成
24
年
度
も

し
く
は
25
年
度
の
選
択
が
で

き
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、「
２
５
０
％
定
率

法
」
を
適
用
し
て
い
る
減
価

償
却
資
産
に
つ
い
て
、「
２
０

０
％
定
率
法
」
の
償
却
率
に

よ
り
償
却
を
行
う
と
、
当
初

の
耐
用
年
数
よ
り
も
償
却
年

数
が
伸
び
る
こ
と
に
な
る
た

め
、
償
却
限
度
額
の
計
算
に

あ
た
っ
て
は
以
下
の
よ
う
に

考
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ａ�

．
耐
用
年
数
…
法
定
耐
用

年
数

－

経
過
年
数
（
資
料

２
を
参
照
）

ｂ�

．
取
得
価
額
…
「
２
０
０

％
定
率
法
」
へ
の
変
更
事

業
年
度
の
期
首
簿
価

ｃ�

．
償
却
率
、
改
定
償
却

率
、
保
証
率
（
資
料
１
を

参
照
）

　

減
価
償
却
資
産
に
関
し
て

は
、
一
定
の
使
用
可
能
期
間

と
取
得
価
額
を
基
に
、
そ
の

資
産
に
つ
い
て
選
定
し
た
一

定
の
償
却
方
法
に
よ
っ
て
計

算
し
た
、
償
却
限
度
額
に
達

す
る
ま
で
の
金
額
を
、
減
価

償
却
費
と
し
て
各
事
業
年
度

に
費
用
と
し
て
計
上
し
ま

す
。
一
定
の
償
却
方
法
は
一

般
に
は
、
定
額
法
と
定
率
法

で
、
主
要
な
計
算
要
因
で
あ

る
使
用
可
能
期
間
は
、
実
務

で
は
税
法
の
定
め
た
仮
定
の

年
数
（
耐
用
年
数
）
に
準
じ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
今
回

は
そ
の
う
ち
減
価
償
却
資
産

の
定
率
法
の
見
直
し
が
行
わ

減
価
償
却
の
目
的
と
効
果

減
価
償
却
費
の
計
算
方
法

減
価
償
却
制
度
の
改
正

そ
の
他
の
留
意
事
項

定
率
法
減
価
償
却
率
の
改
定

上
野
　
精
一

み
の
り
税
理
士
法
人
　

公
認
会
計
士
・
税
理
士

経税部だより
〔資料１〕

〔資料２〕

　

最
新
の
技
術
を
駆
使
し
た

高
効
率
な
省
エ
ネ
設
備
等
へ

の
投
資
を
重
点
的
に
支
援
す

る
「
環
境
関
連
投
資
促
進
税

制
（
グ
リ
ー
ン
投
資
減
税
）」

は
、
平
成
26
年
３
月
31
日
ま

で
が
適
用
期
間
で
、
期
間
内

に
対
象
設
備
を
取
得
し
、
か

つ
１
年
以
内
に
事
業
の
用
に

供
し
た
場
合
に
①
取
得
価
額

の
30
％
特
別
償
却
ま
た
は
②

7
％
税
額
控
除
の
選
択
税
制

優
遇
措
置
が
あ
り
ま
す
。
こ

れ
は
、
高
効
率
照
明
（
Ｌ
Ｅ

Ｄ
）
設
備
等
が
要
件
を
満
た

す
場
合
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
太
陽
光
発
電
設
備
等

に
関
し
て
は
、
平
成
25
年
３

月
31
日
ま
で
に
一
定
の
要
件

を
満
た
す
設
備
を
取
得
等

し
、
買
取
制
度
の
認
定
発
電

設
備
に
該
当
す
る
も
の
に
限

り
、
即
時
償
却
も
選
択
可
能

と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
取
得
価
額
が
10
万

円
以
上
30
万
円
未
満
の
減
価

償
却
資
産
に
つ
い
て
、
そ
の

取
得
価
額
の
合
計
額
の
う
ち

３
０
０
万
円
に
達
す
る
ま
で

の
金
額
を
費
用
に
算
入
で
き

る
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減

価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の

損
金
算
入
の
特
例
適
用
期
限

は
、
２
年
延
長
（
平
成
26
年

３
月
31
日
ま
で
）
さ
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。
医
療
機

器
等
の
取
得
に
際
し
て
、
購

入
か
リ
ー
ス
か
と
い
う
ご
質

問
も
多
い
の
で
す
が
、
現
行

は
支
払
リ
ー
ス
料
を
損
金
経

理
し
た
場
合
に
も
、
税
務
上

は
減
価
償
却
費
と
扱
わ
れ
ま

す
の
で
、
年
払
い
し
て
も
全

額
損
金
と
な
る
短
期
前
払
費

用
に
は
該
当
し
な
い
の
で
注

意
が
必
要
で
す
。
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